
「育伸社メンバーズサイト」会員サービス利用規約 

 

第１条 会員 

1.会員とは、株式会社育伸社（以下、「当社」という）の指定する手続きに基づき、本規約を承認の上、

当社に「育伸社メンバーズサイト」会員サービス（以下、「本サービス」という）の利用を申し込み、当

社が入会の承認をした個人及び法人をいいます。ただし、育伸社メンバーズサイトのサービス対象となる

教材（以下、「本サービス対象教材」という）を正式に採用・購入いただいたお客様が対象となります。 

2.本サービス対象教材の採用教科に応じて、利用できるサービスが限定されるものとします。 

 

第２条 本規約の範囲及び変更 

1.当社は、本規約のほか、個別のサービスごとに規約（以下「個別規約」といいます。）を定めることが

できます。なお、本規約と個別規約の定めが異なる場合には、当該個別規約の範囲においては、当該個別

契約に定める内容が優先して適用されるものとします。 

2.当社は、当社が適切と判断した方法で告知を行うことにより、任意に本規約を変更できるものとします。 

 

第３条 サービス内容等の変更 

1.当社は、本サービスの内容について、事前の予告なく、変更し、追加することができるものとします。 

2.当社は、前項に基づき本サービスの内容を変更または追加した場合、当該変更内容及び当該追加内容に

ついて、「育伸社メンバーズサイト」上の掲載等で告知するものとします。 

 

第４条 会員ID・パスワード 

1.当社は、会員に対し、本サービスを利用するために必要となる会員IDと初期パスワードを発行し、会員

は、本サービスを利用する際に自らの責任においてパスワードを再設定することとし、会員は、会員ID・

パスワードを漏えいしたり、第三者に不正使用されることのないよう、会員の責任で管理するものとしま

す。 

2.会員は、会員ID・パスワードの管理不十分、使用上の過誤及び第三者の使用に起因するトラブル並びに

損害について、自ら責任及び費用をもって対処するものとし、当社は、これらについて一切の責任を負い

ません。 

 

第５条 禁止事項 

会員は、次の各号に定める行為を行ってはならないものとします。 

1.虚偽の申告を行うこと。 

2.当社の運営を妨げ、その他運営に支障をきたすおそれのある行為を行うこと。 

3.会員ID・パスワードを不正に使用すること、または第三者に譲渡、貸与すること。 

4.本規約に基づく会員の権利または義務を第三者に譲渡したり、担保の目的に供すること。 

5.本サービスを通じて入手した情報を会員または会員を仲介とした第三者をして、販売、出版等の行為に

利用すること。 

6.本規約に違反する行為を行うこと。 

7.その他当社が不適当と判断する行為を行うこと 



第６条 会員資格の取り消し 

1.当社は、会員が次の各号に該当した場合、催告後相当期間を経過しても当該違反が是正されないとき、

当該会員の会員資格を取り消すことができるものとします。 

1.第５条（禁止事項）を行った場合。 

2.その他本規約に違反した場合。 

2.前項に基づき会員資格が取り消された会員については、第７条第2項の規定に従うものとします。 

 

第７条 有効期間と退会 

1.会員IDの有効期限は申込年度の2月末日とし、その有効期限をもって自動的に退会となります。ただし、

翌年度本教材を継続して採用・購入いただく場合は、会員IDは１年間延長して利用できるものとします。 

2.季節講習用教材に応じたサービスについては、当社が別途その有効期限を設定し、その有効期限をもっ

て自動的に退会となります。 

3.退会後、会員であった者は、本サービスを全て利用できなくなるものとします。 

 

第８条 免責と損害賠償 

1.当社は、本サービスにより、会員の期待する効果が得られなかった場合でも、一切の責任を負わないも

のとします。 

2.当社は、当社システムの緊急保守、第三者による妨害行為、天災、停電など当社が止むを得ずシステム

の停止が必要と判断した場合、事前の告知を行うことなくサービスの一部また全部の停止ができるものと

します。また、上記の各場合により会員に何らかの損害や不利益が生じたとしても、当社は、一切責任を

負わないものとします。 

3.本サービスの利用により会員に損害が発生した場合であっても、当該損害の発生につき、当社に故意ま

たは重大な過失がない限り、当社は、一切責任を負わないものとします。 

 

第９条 合意管轄裁判所 

会員と当社の間で、訴訟の必要が生じた場合、訴額に応じて、東京簡易裁判所または東京地方裁判所を第

一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

平成 28年 2 月 23日制定 

平成 29年 7 月 7日改定 


